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自己紹介

■新潟県出身、ニット製品製造業経営者、
　 株式会社グッドウィル人事部課長代理、ＫＹＢ(株)熊谷工場管理部､
   埼玉労働局職員（厚生労働事務官・ハローワーク勤務）
   を経て平成28年10月1日特定社会保険労務士として
   開業、平成30年7月社会保険労務士法人岡佳伸事務所設立
■練馬区居住、練馬区で社会保険労務士事務所を開業、
   区内及び都内に顧問関与先多数及び各種助成金申請
   業務に携わる
■各種WEB記事、雑誌記事執筆多数
■講演DVD2巻発刊（雇用調整助成金、休業支援金）
■12月21日（月）NHKあさイチにて、
冒頭企画「新型コロナウィルス対応支援金・給付金」について出演しました。
■NHKあさイチ3月10日（水）出演しました。
（コロナ感染拡大から１年 女性の暮らしは今）
■日経新聞2020年12月2日の夕刊（第５面）のマネーダイニングで
顔写真付きインタビュー監修記事(失業保険関連）が掲載されました
■日経新聞2020年3月20日の朝刊にて雇用保険についてコメント



今日お話しすること

①令和2年度からの改正の流れとお勧め助成金

②雇用調整助成金

③産業雇用安定助成金

④人材確保等支援助成金

⑤65歳超雇用推進助成金

⑥キャリアアップ助成金

⑦両立支援等助成金

⑧人材開発支援助成金



1-1助成金の廃止、改変

• 人材確保等支援等助成金

・働き方改革支援コース廃止

・設備改善等支援コース廃止

・介護保育労働者雇用管理改善コース廃止

• 人事評価改善コース、介護福祉機器助成コース

　 の導入助成廃止

• 働き方改革推進支援助成金テレワークコースが

人材確保等推進支援助成金テレワークコースに改変



1-2　令和2年度からの助成金変更点（働き方改革推進支援助成金）

• 働き方改革推進支援助成金（全コース）について提出
代行者、事務代理者が改善事業の受注者になること
が認められなくなった。

• 就業規則の改正、届出、研修、コンサルティング全て



1-3働き方改革推進支援助成金インターバルコース変更点



1-4　65歳超雇用推進助成金の審査の簡略化

• 65歳超雇用推進助成金について審査の簡略化が行
われた。

• 継続雇用促進コースについて各対象被保険者の定
年を迎えた状況についての確認書類が廃止された。

• 全コースにおいて「高齢者雇用安定法を

1年間遵守している」要件が廃止された。

→支給申請日の前日までに正しく是正されていれば

問題無し。



1-5　パブリックコメントの意見結果にみる今年のお勧め助成金



1-6　パブリックコメントの意見結果にみる今年のお勧め助成金



1-7　ズバリ今年のお勧め助成金

お勧め

• 65歳超雇用推進助成金

• 両立支援等助成金出生時両立支援コース

• 両立支援等助成金介護離職防止支援コース

• キャリアアップ助成金

替わらず対応していくもの

・雇用調整助成金

・人材開発支援助成金

・人材確保等支援助成金(テレワークコース）



2-1雇用調整助成金コロナ特例5月6月の措置



2-2特例の細分化



2-3対象期間が令和3年6月末まで延長(雇調金）

・対象期間1年間が伸びたため生産性要件再判定不要
・対象期間1年間については、通常様式であれば原則、平均
賃金額は変更なし（当初労働保険料申告書に基づく計算）
・この特例期間中は縮減措置を取りつつ「コロナ特例」が続く



2-4雇調金緊急事態宣言特例について⑤※解雇等について

• 雇用保険の喪失原因3になる離職理由が含まれます

（解雇、退職勧奨、3年以上雇用している労働者の雇止め）

・やむない事情のある会社事情退職者については対象外

（45時間を超える残業3か月間、85%未満への給与低下、

賃金遅配等）

・派遣の契約期間満了での解除は申立書で確認

※雇用維持要件は廃止

※1月8日を含む判定基礎期間から対象

・雇用保険適用事業所単位で確認



2-5雇用調整助成金不正受給？不適切受給？

・「受給額は昨年4月から今年2月まで計4億1500万円。しか
し、従業員に支払った休業手当は2億5200万円で、差額1億
6300万円を利益としていた。」 
・「基本給の全額か、直近3カ月の平均賃金の6割のいずれか
高い方」 
・「歩合給等が多く基本給が少ない業種」 
⇒新聞各社で報道、これは不正なのか？



2-6　原則的な平均賃金額の計算方法だと高く算出される

・原則的な計算方法だと労働保険料総額から前年度1か月平均の雇用
保険被保険者数と年間所定労働日数で割る 
→算出した平均賃金額には賞与等も含まれるため高めに出る 



2-7　諸手当については休業協定に掲載しない場合は考慮しない

・休業協定書に無い手当については考慮されない、皆勤手当や歩合
給、超過勤務手当は労働の実績に無い手当のため考慮されなくて良い 



3-1産業雇用安定助成金概要①

• 雇用調整助成金（出向）に替わるもの出向元、先も助成



3-2産業雇用安定助成金概要②関連企業は対象外

(ﾛ) 次のいずれかに該当する場合その他の資本的、経済的、組織的関連性等
からみて、助成金の支給において出向先事業主との独立性を認めることが適当
でないと判断される事業主でないこと。 

 

• ａ 他の事業主の総株主又は総社員の議決権の過半数を
有する事業主を親会社、当該他の事業主を子会社とする
場合における、親会社又は子会社であること。

• b 取締役会の構成員について、代表取締役が同一人物
であること、又は取締役を兼務しているものがいずれか
の取締役会の過半数を占めていること。 

 

※要領上は上記のみ定められています。
 

 
 



3-3産業雇用安定助成金概要③実は雇調金より厳しい



4-1人材確保等支援助成金(雇用管理制度助成コース）

• 事業主が、雇用管理制度（諸手当等制度、研修制度、健康づくり
制度、メンター制度、短時間正社員制度（保育事業主のみ））の
導入等による雇用管理改善を行い、離職率の低下に取り組んだ
場合に助成するもの

• 雇用管理制度の導入・実施を行う

• 1年後の離職率が低下していれば助成される

（但し離職率30%以下）⇒57万円（72万円）



4-2人材確保等支援助成金(雇用管理制度助成コース）



4-3人材確保等支援助成金(テレワークコース）①

• 良質なテレワークを新規導入し、実施することにより、労働者の
人材確保や雇用管理改善等の観点から効果をあげた中小企
業事業主に対し助成するものです

• 新たにテレワーク規定等を新規に整備した企業のみが対象

（支給要領転載）

• 計画書提出時点で、テレワーク勤務の対象者や

テレワークを実施した労働者に適用する内容

をいずれか一つでも明示的に規定済である場合は、

助成金の支給対象外とする



4-4人材確保等支援助成金(テレワークコース）②



4-5人材確保等支援助成金(テレワークコース）③



4-6人材確保等支援助成金(テレワークコース）④



4-7人材確保等支援助成金(テレワークコース）④



4-8人材確保等支援助成金(テレワークコース）⑤



5-1．65歳超継続雇用促進コースの概要①



5-2．65歳超継続雇用促進コースの概要②



5-3．65歳超継続雇用促進コースの改正点①

•助成金金額の改定

（改正前）

1人～2人、3人～9人、10人以上の区分

(例）65歳への定年延長、3人～9人区分で100万円

　　  70歳への定年延長、1人～2人区分で20万円

（改正後）

1人～9人、10人以上の区分

(例）65歳への定年延長、１人～9人区分で25万円

　　  70歳への定年延長、1人～9人区分で120万円

⇒70歳以上への定年延長を促す

　　　　　



5-4．65歳超継続雇用促進コースの改正点②

•就業規則改正の確認に関する事項が要領から削除され
た。（旧　労働者の確認書類が必要でだった）

•1年前から高齢者雇用安定法を順守していることの要件
が削除された⇒支給申請前の就業規則が高齢者雇用安
定法に違反していなければ問題無し。（全コース同じ）

（今までの多くの取下げ、不支給事例）

・改正前の就業規則が希望者全員の65歳までの継続雇用
を対象としていなかった。（経過措置を除く）

・支給申請前に気づいた場合は⇒改正後1年間経過するま
で65歳超雇用推進助成金申請出来ず

・支給申請後に気づいた場合⇒その定年延長では支給さ
れない

　　　　　



5-5．65歳超継続雇用促進コースの改正点③

65歳超雇用推進助成金の支給要領

0201  支給対象事業主

（旧）令和3年3月末まで
ニ  イに定める制度の実施日から起算して１年前の日から支給申請日の前日まで
の間に、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）第８条
又は第９条第１項の規定と異なる定めをしていないこと。

（新）令和３年４月以降
二      支給申請日の前日において、裔年齢者等の雇用の安定等に関する法律  
（昭和46年法律第68号。以下「高齢法」という。）第8 条又は第 9 条第 1 項の規定
と異なる定めをしていないこと 。なお、イ（二）においては、事業主に加え他の事業
主においても支給申請日の前日において当該規定と異なる定めをしていないこと  
。また、高年齢者雇用確保措置を講じていないことにより、高齢法第10条第 2 項に
基づき、屑用確保措置を講ずべきことの勧告を受けていない事業主及び法令に基
づいた適切な高年齢者就業確保措置を講じていないことにより、高齢法第  10条の 
3 第 2 項に基づき、当該就業確保措置の是正に向けた計画作成勧告を受けてい
ない事業主であること（勧告を受け、0401の支給申請日の前日までにその是正を
図った者を含む。）



5-6．高年齢者評価制度等雇用管理改善コース①



5-7．高年齢者評価制度等雇用管理改善コース②



5-8．高年齢者評価制度等雇用管理改善コース③

•初回は50万円の経費がかかっていなくても50万円と見な
す。よって、50万円×60%の30万円が助成金額となる

　（生産性要件を満たさない中小企業の場合）

•65歳超継続雇用促進コースに関する高齢者の雇用管理措
置に関する制度整備に使える。(全く同じではない）



5-9．高齢者無期雇用転換コース①

•昇給要件無し通算5年未満の50歳以上64歳未満（定年未
満）の有期契約労働者を無期雇用に転換（必ずしも正社員
でなくても良い）すること

⇒昇給要件無し、社会保険未加入者でも対象になることも



5-10．高齢者無期雇用転換コース②

•無期雇用転換計画を事前届出ること、転換の時期は就業
規則等で規程すること（随時は×）



6-1キャリアアップ助成金令和3年度変更点①



6-2キャリアアップ助成金令和3年度変更点②

• 令和３年４月１日正社員登用から対象



6-3キャリアアップ助成金令和3年度変更点③

• 障害者雇用安定助成金からの横滑り



6-4キャリアアップ助成金令和3年度変更点④

• 健康診断コースと諸手当共通化コースとの統合



6-5キャリアアップ助成金注意点

• 令和2年度から過去に請負・委任で働いていたものが対象外となっ
た。

（例）

外注⇒契約社員⇒正社員登用⇒正員は×
・手当は就業規則や給与規定で載っているだけ3%アップの対象

・固定残業代削減で基本給増加は×



7-1両立支援等助成金

• 出生時両立支援、介護離職防止、育児休業等支援
コースは変わらず



7-2両立支援等助成金（出生時両立支援コース）

• 金額等は令和2年度と変わらず



7-3両立支援等助成金（出生時両立支援コース）

• 男性労働者が育児休業を取得しやすい職場風土づくりの取組につ
いて、対象労働者の雇用契約期間中に行われていることが必要と
なります。

• 対象労働者の育児休業の開始日の前日までに職場風土づくりの取
組を行っていない場合、不支給となります（育児休業開始後の補正
はできません。）。



7-4両立支援等助成金（出生時両立支援コース）

• 育児休業は無給で行われるのが前提、有給で育児休業を付与する
場合は、育児休業規定に明記すること

• 入社1年未満の契約社員等育児休業が本来取得できない社員でも
対象にすることが出来る。ただし、育児休業規定に明記が必要

• 個別取得支援加算については、今年から面談シートの作成が必要



7-5両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）



7-6両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）

• 介護休業は必ず無給で無いいけない。（介護休業給付を支給申請
するかどうかは関係ない）

• 添付書類に介護保険の被保険者証写しが必要だが、無い場合は
事業主と対象労者連名の申立てでも可



7-7両立支援等助成金（介護離職防止支援コース）

• 介護休業支援プランは介護休業が突然起こることも考えられるた
め、介護休業開始後の作成でも対象になる。



7-8両立支援等助成金（育児休業等支援コース）



7-9両立支援等助成金（育児休業等支援コース）



8-1　人材開発支援助成金　令和3年度の改正点

・特別育成訓練コースのOFF-JT訓練の実施方法について、公共職業
訓練施設等以外の者が実施する同時双方向型訓練についても認めら
れるようになりました。

・有期実習型訓練実施前に行うキャリアコンサルティングについては、
対面で行うこととされておりましたが、テレビ電話等で実施することも
認められるようになりました。

・長期教育訓練休暇制度については、「120日以上」の休暇取得を支
給要件としていましたが、「30日以上」に緩和しました。



8-2　人材開発支援助成金　概要

・I　特定訓練コース

雇用する正社員に対して、厚生労働大臣の認定を受けたOJT付き訓
練、若年者への訓練、労働生産性向上に資する訓練等、訓練効果の
高い10時間以上の訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中
の賃金の一部を助成

II　一般訓練コース

雇用する正社員に対して、職務に関連した専門的な知識及び技能を
習得させるための20時間以上の訓練

（特定訓練コースに該当しないもの）を実施した場合に、

訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成



8-3　人材開発支援助成金　概要

III　教育訓練休暇付与コース

・有給教育訓練休暇等制度を導入し、労働者が当該休暇を取得し、訓
練を受けた場合に助成

・30日以上の長期教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該休暇を
取得し、訓練を受けた場合に助成

IV　特別育成訓練コース

有期契約労働者等の人材育成に取り組んだ場合に助成

⇒有期実習型訓練も対応

（ジョブカードを活用したOJT)
⇒キャリアアップ助成金正規転換コースとの組み合わせ

※学卒者等に対しての要件に当てはまるかの確認厳格化へ



９-1　東京都助成金の改正点

・働き方改革宣言奨励金、ボランティア休暇制度導入奨励金は廃止

・ジョブリーターン制度導入省奨励金、働くパパママ育休取得応援奨励
金、介護休業取得応援奨励金、東京都正規雇用等転換安定化支援助
成金は継続

★テレワーク促進助成金（東京しごと財団）

10万円未満のパソコン等も対象になる上に、

国の人材確保等支援助成金テレワークコースよりも助成率が3分の2と
良いためこちらを選択することになると思います。

（同様の助成金を受けた方は対象外）

・働く人のチャイルドプランサポート制度整備奨励金新設

・新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進奨励
金（東京しごと財団へ移行）



9-2　両立支援等助成金不妊治療両立支援コース

・


